
令和３年度

【資料２】

第３回秋田県農山村ふるさと保全検討委員会

日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金）の中間評価に関すること



多面的機能支払交付金創設の背景と中間評価の仕組み

１．多面的機能支払交付金創設の背景 ３．都道府県中間評価の仕組み

２．多面的機能支払交付金の目的と基本的枠組み

令和３年11月16日 説明資料１

1 / 2



≪参考≫ ＳＤＧｓと多面的機能支払交付金の整理について

2 / 2



多面的機能支払交付金（秋田県）中間評価報告書（案）

第１章 取組の推進に関する基本的考え方 １

第２章 多面的機能支払交付金の実施状況 ２

１．３支払の実施状況 ２

（１）農地維持支払 ２

（２）資源向上支払（共同） ４

（３）資源向上支払（長寿命化） ５

２．多様な主体の参画状況（対象組織の構成員） ６

３．総括 ６

第３章 多面的機能支払交付金の効果 ７

１．調査方法 ７

２．効果の発現方法 ７

（１）資源と環境 ７

１）地域資源の適切な保全管理 ７

２）農業用施設の機能増進 10

３）農村環境の保全・向上 12

４）自然災害の防災・減災・復旧 15

（２）社会 17

１）農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 17

（３）経済 20

１）構造改革の後押し等地域農業への貢献 20

（４）都道府県独自の取組 22

第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価 23

１．地域資源の適切な保全のための推進活動に係る自己評価及び市町村評価 23

（１）地域資源の適切な保全のための推進活動の進捗状況 23

（２）推進活動の自己評価に対する市町村評価 23

２．多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価 23

第５章 取組の推進に係る活動状況 24

１．基本的な考え方 24

２．都道府県の推進活動 24

３．市町村の推進活動 25

４．推進組織の推進活動 25

第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 27

１．取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 27

２．制度に対する提案等 27



- 1 -

第１章 取組の推進に関する基本的考え方

秋田県では、平成 30 年３月策定の「秋田県農林水産業・農山漁村振興基本計画（第３期

ふるさと秋田農林水産ビジョン）」において、農山村地域は食料供給の場のみならず、生産

活動を通じて国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、美しい景観の形成、伝統文化の

継承など様々な多面的機能を有していることから、これらを持続的に発揮させるため、農業

生産活動の継続や地域住民の協働による農地・農業用施設の維持・保全活動等を推進するこ

ととしている。

このため、農地・農業用施設の地域資源の保全活動を行う多面的機能支払交付金を活用し、

農業者をはじめ、関係団体、行政、地域住民がそれぞれの役割分担と相互連携・協働の下に

本事業の推進を図ることとする。
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第２章 多面的機能支払交付金の実施状況

１．３支払の実施状況

（１）農地維持支払

H30 R1 R2 備考

市町村数 25 市町村 25 市町村 25 市町村 全市町村数：25 市町村

取組率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 市町村数÷全市町村数

対象組織数 1,054 組織 987 組織 985 組織

広域活動組織 57 組織 57 組織 58 組織

認定農用地面積 97,584ha 96,626ha 97,012ha 農振農用地面積（R2）：158,458ha

カバー率 62 ％ 61 ％ 61 ％ 認定農用地面積÷農振農用地面

積

農振農用地区域外 435ha 492ha 531ha

対象 水路 23,266km 22,548km 22,593Km

施設 道路 11.224km 11,179km 11,238km

ため池 1,267 箇所 1,247 箇所 1,254 箇所

交付金額 2,622 百万円 2,597 百万円 2,605 百万円

※カバー率の算出における、認定農用地面積については、農地維持払に取り組んでいる組織の認定農

用地面積の合計を記載している

農地維持支払交付金（以下「農地維持支払」という。）は、全 25市町村において、985 組

織が約９万haの農用地で約 2.2 万㎞の水路、約 1.1 万㎞の農道、約 1,300 箇所のため池を対

象に、地域の共同による保全管理の活動を実施している。

活動組織の推移をみると、令和元年度から令和２年度における増加（14 組織）が、対象

組織の廃止による減少（８組織）と対象組織の広域化による減少（８組織）の計を下回って

おり、令和元年度と比較すると総じて２組織減少した。

また、認定農用地面積の推移は、対象組織の廃止による面積の減少が新規に活動を開始し

た組織の面積を上回り、令和元年度と比較すると総じて約 400ha増加した。

なお、全県のカバー率は、平成 30 年度以降、横ばいになっている。
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≪参考≫ 令和２年度　日本型直接支払制度（多面的機能支払、中山間地域等直接支払）取組状況

単位：ha

市町村名 耕地面積 取組面積 カバー率 市町村名 耕地面積 取組面積 カバー率

鹿角市 6,160 3,101 50% 八郎潟町 808 680 84%

小坂町 847 381 45% 井川町 1,270 619 49%

大館市 7,640 4,051 53% 大潟村 11,500 11,460 100%

北秋田市 6,170 3,845 62% 由利本荘市 12,600 6,807 54%

上小阿仁村 528 245 46% にかほ市 3,700 1,997 54%

能代市 7,530 5,220 69% 大仙市 19,800 14,908 75%

藤里町 975 461 47% 仙北市 5,430 3,416 63%

三種町 5,840 3,343 57% 美郷町 6,530 5,091 78%

八峰町 2,100 1,239 59% 横手市 17,600 12,390 70%

秋田市 8,930 5,309 59% 湯沢市 6,550 3,703 57%

男鹿市 4,670 2,767 59% 羽後町 3,910 2,223 57%

潟上市 3,340 2,700 81% 東成瀬村 580 318 55%

五城目町 1,790 738 41% 25市町村 146,700 97,012 66%

　※耕地面積：令和２年度耕地面積調査（農林水産省）による

　※カバー率：取組面積÷耕地面積

　※市町村合計値は、端数処理の関係で合わない

取組面積及び組織数

　　　旧農地・水保全管理支払 　　　　多面的機能支払
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（２）資源向上支払（共同）

H30 R1 R2 備考

市町村数 25 市町村 25 市町村 25 市町村 全市町村数：25 市町村

取組率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 市町村数÷全市町村数

対象組織数 919 組織 875 組織 872 組織

広域活動組織 56 組織 56 組織 57 組織

認定農用地面積 91,943ha 91,339ha 91,803ha 農振農用地面積（R2）：158,458ha

カバー率 58 ％ 58 ％ 58 ％ 認定農用地面積÷農振農用地面

積

農振農用地区域外 － 111ha 167ha

対象 水路 21,323km 21,077km 21,109Km

施設 道路 10,419km 10,410km 10,468km

ため池 1,176 箇所 1,175 箇所 1,185 箇所

交付金額 1,547 百万円 1,490 百万円 1,492 百万円

テ 生態系保全 121 組織 127 組織 98 組織

ー 水質保全 487 組織 440 組織 281 組織

マ 景観形成 881 組織 847 組織 633 組織

・生活環境保全

水田貯留 10 組織 12 組織 12 組織

・地下水かん養

資源循環 17 組織 22 組織 17 組織

※カバー率の算出における、認定農用地面積については、資源向上支払（共同）に取り組んでいる組織の

認定農用地面積の合計を記載している

資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動（以下「資源向上支払（共

同）」という。）は、全 25 市町村において、872 組織が約９万haの農用地で地域の多様な参

画を得て、地域資源の質的向上を図る活動を実施しており、これらは、農地維持支払に取り

組む対象組織数の約９割、認定農用地面積の約９割を占めている。

農村環境保全活動のテーマ別に対象組織数を見ると、「景観形成・生活環境保全（633 組

織）」が最も多く、次いで「水質保全（281 組織）」、「生態系保全（98 組織）」の順となって

いる。また、農村環境保全活動のテーマ別の対象組織の割合を見ると、「景観形成・生活環

境保全」が年々上昇し、「生態系保全」はほぼ横ばいとなっているが、「水質保全」は年々低

下してきている。

「景観形成・生活環境保全」の取組別に見ると、「植栽等の景観形成活動（564 組織）」が

最も多く、次いで「施設等の定期的な巡回点検・清掃（298 組織）」の順となっている。

「水質保全」の取組の中では「水質モニタリングの実施・記録管理」、「生態系保全」の取

組の中では、「生物の生息状況の把握」が多く取り組まれている。
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（３）資源向上支払（長寿命化）

H30 R1 R2 備考

市町村数 15 市町村 15 市町村 14 市町村 全市町村数：25 市町村

取組率 60 ％ 60 ％ 56 ％ 市町村数÷全市町村数

対象組織数 245 組織 232 組織 199 組織

広域活動組織 18 組織 19 組織 13 組織

対象農用地面積 24,618ha 24,208ha 20,547ha 農振農用地面積（R2）：158,458ha

カバー率 16 ％ 15 ％ 13 ％ 対象農用地面積÷農振農用地面

積

農振農用地区域外 －ha 0ha 12ha

対象 水路 201km 135km 100Km

施設 道路 34km 25km 17km

ため池 20 箇所 13 箇所 14 箇所

交付金額 373 百万円 355 百万円 303 百万円

資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動（以下「資源向上支払（長寿命化）」

という。）は、14 市町村において、199 組織が 100 ㎞の水路、17 ㎞の農道、14 箇所のため池

を対象に、補修又は更新を計画している。

これらは、農地維持支払で保全管理する対象施設のうち、水路は 0.4 ％、農道は 0.2 ％、

ため池は 1.1 ％を占めている。
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２．多様な主体の参画状況（対象組織の構成員）

県の対象組織は、農業者・非農業者を合わせて８万８千人・団体が参画しており、このう

ち非農業者は２万９千人・団体で全体の３割を占め、対象組織に参画する団体は、自治会、

子供会、女性会など多様な主体により構成されている。

なお、非農業者の参画割合の推移を見ると、平成 30 年度から令和元年度に約９％上昇し、

令和２年度は横ばいとなっている。

H30 R1 R2 備考

農 個人 66,009 人 57,772 人 57,927 人

業 農事組合法人 156 団体 505 団体 463 団体

者 営農組合 64団体 373 団体 333 団体

その他の農業者団体 199 団体 330 団体 643 団体

団体数計 419 団体 1,208 団体 1,439 団体

農 個人 16,549 人 25,152 人 24,990 人

業 自治会 1,391 団体 1,399 団体 1,374 団体

者 女性会 426 団体 375 団体 379 団体

以 子供会 317 団体 369 団体 373 団体

外 土地改良区 386 団体 352 団体 347 団体

JA 69 団体 74 団体 71 団体

学校・PTA 257 団体 136 団体 125 団体

NPO 2 団体 9団体 34 団体

その他 2,038 団体 1,289 団体 1,269 団体

団体数計 4,886 団体 4,003 団体 3,972 団体

３．総括

平成 30 年度から令和元年度において取組を

継続しなかった理由、またはできなかった理由

については、「過疎化や高齢化により参加人数を

確保できない」ことをあげた組織が最も多く、

次いで「事務処理担当者がいない」、「代表者・

役員の後継者がいない」と、事務局の人材確保

が困難であることが理由の上位を占めている。

このことから、地域内外の非農業者のサポー

トし共同活動を地域に根付かせる必要性のＰＲ

や、事務委託に関する支援が求められており、

継続の再開や広域化、事務の担い手の育成・確

保、委託先の紹介などに関する相談窓口や市町

村、県、推進組織等の一層の支援が期待される。
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第３章 多面的機能支払交付金の効果

１．調査方法

・令和２年度多面的機能支払交付金の評価にかかるアンケート調査

19組織・14 市町村

・令和２年度多面的機能支払交付金における活動組織の自己評価及び市町村評価

60組織・16 市町村

うち、「多面的機能の増進を図る活動」を実施している 46 組織・16 市町村

うち、「多面的機能の増進を図る活動」を実施していない 14 組織・５市町村

２．効果の発現状況

【評価区分】

（１）資源と環境

１）地域資源の適切な保全管理

「遊休農地の発生防止」について、市町村評価において「共同活動により地域資源が適切

に保全管理され、遊休農地の発生を抑制されている」と評価している割合が約６割である一

方、「本交付金に取り組んでいなければ、活動の対象農用地内に遊休農地が再生または面積

が拡大していたと思う」と答えた活動組織が約７割となっていることから、ｂ評価としてい

る。

「水路・農道等の地域資源の適切な保全」について、自己評価において「水路・農道等の

地域資源の機能維持」と評価している割合が８割であり、かつ「本交付金に取り組んでいな

ければ、農業用施設の管理が粗放化、施設の機能低下が進行していると思う」と答えた活動

組織が約９割となっていることから、ａ評価としている。

「鳥獣被害の抑制・防止」について、自己評価において「鳥獣被害の防止等の農地利用や

地域資源の改善」と評価している割合が約１割となっていることから、ｄ評価としている。

「非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等のへの理解醸成」について、自己評価

において「施設を大事に使おうという意識の向上」と評価している割合が約４割である一方、

「活動を通じて、地域の農地や農業水利施設等への関心や理解、取組への協力意識が高まっ

ていると思う」と答えた活動組織が約８割となっていることから、ｂ評価としている。

「水路・農道等の地域資源の適切な保全する人材の確保等、管理体制の強化」について、

自己評価において「水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保」に効果が現れてい

ａ．ほとんどの組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる

（ 全体の８割程度以上で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｂ．大半の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる

（全体の５割程度以上８割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｃ．一部の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる

（全体の２割程度以上５割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｄ．効果の発現が限定的である、又は、発現の見込みが限定的である

（ 全体の２割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）
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る、又は、現れる見込みがあると評価している割合が５割である一方、「共同活動に参加す

る非農業者が増えている等、地域資源の管理体制が強化されている」と答えた市町村が約７

割となっていることから、ｂ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

遊休農地の発生防止 □ ■ □ □

（市町村評価：共同活動により地域資源が適切に保全管理され、遊休農地の発生を

抑制 34 ／ 60 57 ％）

（活動組織アンケートQ1：本交付金に取り組んでいなければ、活動の対象農用地内

に遊休農地が発生または面積が拡大していたと思う

13/19 68 ％）

水路・農道等の地域資源の適切な保全 ■ □ □ □

（自己評価：「推進活動」によって、水路・農道等の地域資源の機能維持

46/60 77 ％）

（活動組織アンケートQ2：本交付金に取り組んでいなければ、農業用施設の管理が

粗放化、施設の機能低下が進行していると思う

18/19 95 ％）

鳥獣被害の抑制・防止 □ □ □ ■

（自己評価：「増進活動」によって、鳥獣被害の防止等の農地利用や地域環境の改

善 2/46 4 ％）

非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成 □ ■ □ □

（自己評価：「増進活動」によって、施設を大事に使おうという意識の向上

17/46 37 ％）

（活動組織アンケートQ3：活動を通じて、地域の農地や農業水利施設等への関心や

理解、取組への協力意識が高まっていると思う

15/19 79 ％）

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化 □ ■ □ □

（自己評価：「推進活動」によって、水路・農道等の地域資源を保全管理する人材

の確保 30/60 50 ％）

（市町村評価：共同活動に参加する非農業者が増えている等、地域資源の管理体制

が強化 39/60 65 ％）

「推進活動」：農地維持支払交付金の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」
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１）－１ 総括

水路・農道等の地域資源の適切な保全管理については農家・非農家を問わず地域全体で活

動に取り組むことにより、大半の活動組織で本交付金の必要性や機能維持の効果が発現され

ている状況である。

非農業者に対しては、地域農業や農業水利施設等への理解醸成の効果が見られるものの、

人材不足や後継者の育成に不安を抱えている組織もあると考えられることから、保全管理の

評価が５～６割にとどまっている。

遊休農地の発生防止については６～７割の活動組織で効果が発現されており、拡大抑制に

寄与しているが、鳥獣被害の抑制・防止については、大きな被害が発生している地域がまだ

少ない又は被害抑制の効果を実感していないと思われることから、増進活動に対する優先度

は低いと考えられる。

そのため、今後は本交付金を活用した鳥獣被害の防止の有用性について、啓発や普及を実

施していく。

《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える

本交付金の取組が行われている農地の割合（カバー率） 61％ －％
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２）農業用施設の機能増進

「施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制」について、「資源

向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、破損、老朽化等により農業生産への影響が

出ると思う」と答えた活動組織が 10 割となっていることから、ａ評価としている。

「農業用施設の知識や補修技術の向上」について、自己評価において「地域住民の水路や

農道等の知識や補修技術の向上」と評価している割合が５割である一方、「資源向上支払

（共同、長寿命化）への取組により、補修技術が高まったと思う」と答えた活動組織が約８

割となっていることから、ｂ評価としている。

「定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管理の低減」に

ついて、「資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、定期的な機能診断、補修等の

実施や直営施工の導入を導入したこと等により、施設の維持管理費が低減されていると思

う」と答えた活動組織が９割となっていることから、ａ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制 ■ □ □ □

（活動組織アンケートQ6：資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、破

損、老朽化等により農業生産への影響が出ると思う

6/ 6 100 ％）

農業用施設の知識や補修技術の向上 □ ■ □ □

（自己評価：「増進活動」によって、地域住民の水路や農道等の知識や補修技術の

向上 23/46 50 ％）

（活動組織アンケートQ4：資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、補修

技術が高まっていると思う 15/18 83 ％）

定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管 ■ □ □ □

理費の低減

（活動組織アンケートQ5：資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、定期

的な機能診断、補修等の実施や直営施工を導入したこと

等により、施設の維持管理費が低減されていると思う

17/18 94 ％）

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」

２）－１ 総括

約９割の活動組織が施設の維持管理費の低減がされていると回答しており、保全管理すべ

き施設をよく理解し適切な活動を行っていると思われる。

地域の関係者自身らが、農業用施設の機能診断や補修計画の立案をすることにより、地域

の実情や緊急度に応じた適切な改良が実施されていることから、本取組によって農業生産や

周辺地域の被害が抑制されていると全ての組織が認識している。

また、８割の組織活動組織が、補修技術も向上していると回答しており、高い知識や技術
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をもった構成員が育成され、高度な施工管理を実施していることから、今後も、農業用施設

の機能の増進や負担軽減のために活動組織への指導を継続していく。

《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs 9：災害に強いインフラづくりとそのための技術開発に

貢献する

資源向上支払（共同、長寿命化）の対象施設量 水路 21,146km

道路 10,484km

ため池

1,187 箇所 －

増進活動（地域住民による直営施工）に取り組む組織数 53 組織

6％ －
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３）農村環境の保全・向上

「地域の環境の保全・向上」について、自己評価において「農村環境（景観や水質、生態

系、水源かん養、資源循環等）の向上」と評価している割合が６割となっていることから、

ｂ評価としている。

「地域の環境の保全・向上（生態系）」について、「活動を通じて、生息する在来生物の種

類や生息数が増えたり、外来生物の生息範囲や生息数が減るなど、生態系保全の効果が出て

きたと思う」と答えた活動組織が７割となっていることから、ｂ評価としている。

「地域の環境の保全・向上（水質）」について、「活動を通じて、地域の農業用水などの水

の濁りや異臭が減少するなど、水質保全の効果が出てきたと思う」と答えた活動組織が約８

割となっていることから、ａ評価としている。

「地域の環境の保全・向上（景観）」について、「活動を通じて、景観形成のための植栽面

積が増えたり、雑草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・生活環境保全の効果が出てき

たと思う」と答えた活動組織が９割となっていることから、ａ評価としている。

「地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上」について、自己評価において

「農村環境（景観や水質、生態系、水源かん養、資源循環等）の向上」と評価している割合

が約７割である一方、「活動を通じて、参加者は、生態系保全や水質保全に対する関心や理

解、取組の協力意識が高まっていると思う」と答えた活動組織が約８割、また「活動を通じ

て、参加者は、景観形成・生活環境保全に対する理解、取組の協力意識が高まっていると思

う」と答えた活動組織が約９割となっていることから、ａ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

地域の環境の保全・向上 □ ■ □ □

（自己評価：「増進活動」によって、農村環境（景観や水質、生態系、水源かん養、

資源循環等）の向上 28/46 61 ％）

地域の環境の保全・向上（生態系） □ ■ □ □

（活動組織アンケートQ7-1-1：活動を通じて、生息する在来生物の種類や生息数が

増えたり、外来生物の生息範囲や生息数が減るな

ど、生態系保全の効果が出てきたと思う

3/ 4 75 ％）

地域の環境の保全・向上（水質） ■ □ □ □

（活動組織アンケートQ7-2-1：活動を通じて、地域の農業用水などの水の濁りや異

臭が減少するなど、水質保全の効果が出てきたと思

う 5/ 6 83 ％）

地域の環境の保全・向上（景観） ■ □ □ □

（活動組織アンケートQ7-3-1：活動を通じて、景観形成のための植栽面積が増えた

り、雑草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・

生活環境保全の効果が出てきたと思う

15/17 88 ％）
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地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上 ■ □ □ □

（自己評価：「増進活動」によって、地域住民の農村環境保全（景観や水質、生態

系、水源かん養、資源循環等）への関心の向上 31/46 67 ％）

（活動組織アンケートQ7-1-2：活動を通じて、参加者は、生態系保全に対する関心

や理解、取組の協力意識が高まっていると思う

3/ 4 75 ％）

（活動組織アンケートQ7-2-2：活動を通じて、参加者は、水質保全に対する関心や

理解、取組の協力意識が高まっていると思う

5/ 6 83 ％）

（活動組織アンケートQ7-3-2：活動を通じて、参加者は、景観形成・生活環境保全

に対する関心や理解、取組の協力意識が高まってい

ると思う 16/17 94 ％）

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」

３）－１ 総括

「生態系保全」や「水質保全」、「景観形成・生活環境保全」の効果については、それぞれ

の活動を通じて、農村環境への関心の向上も高まっていることから、農村環境の保全に対す

る理解、取組の協力意識については十分に効果が発現している。

但し、「農村環境保全活動」の５つのテーマの中で、「景観形成・生活環境保全」の活動に

偏りがちであることから、今後は次のステップとして、地域の環境を活用した農業（ホタル

米や良質な水質によるブランド化、良好な景観を活用したグリーンツーリズムなど）を地域

に提案するなど、幅広い活動の展開を図る必要がある。



- 14 -

《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs15：地域における生物多様性を保全する

生態系保全に取り組む組織数 98 組織

11％ －

生態系保全（外来種の駆除）に取り組む組織数 16 組織

2％ －

SDGs 6：地域における水質を保全する

水質保全に取り組む組織数 281 組織

32 ％ －

景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に 633 組織

取り組む組織数 73 ％ －

SDGs14：海洋・海洋資源を保全する

水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に 12 組織

取り組む組織数 1％ －

水質保全に取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 281 組織

32 ％ －

景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に 633 組織

取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 73％ －

SDGs 7：持続可能なエネルギーの利用を推進する

資源循環（小水力発電施設の適正管理）に取り組む組織数 0 組織

0％ －

SDGs12：持続可能な生産・消費を進める

資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む組織数 862 組織

99 ％ －

水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に 12 組織

取り組む組織数（SDGs14 と重複） 1％ －

資源循環に取り組む組織数 17 組織

2％ －
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４）自然災害の防災・減災・復旧

「自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止」について、自己評価において「自然災

害や二次災害による被害の抑制・防止」と評価している割合が約１割である一方、「排水路

の泥上げやため池の点検・補修など、多面的機能支払により施設の維持管理を行う活動が、

異常気象時における被害減少や早期復旧に役立っていると思う」と答えた活動組織が約９割、

また「水路等の施設を適正に管理することで、大雨時の水害を防止」と答えた活動組織が約

８割となっていることから、ｂ評価としている。

「災害後の点検や復旧の迅速化」について、「軽微な被害箇所を早急に復旧」と答えた活

動組織が約７割となっていることから、ｂ評価としている。

「地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化」について、自己評価において

「連絡網の整備や避難訓練など、地域住民の防災・減災に対する意識の向上」と評価してい

る割合が約１割である一方、「共同活動を通じた管理体制の整備や地域コミュニティの向上

により、災害時に地域でまとまって対応」と答えた活動組織が約２割となっていることから、

ｄ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止 □ ■ □ □

（自己評価：「増進活動」によって、自然災害や二次災害による被害の抑制・防止

2/46 4 ％）

（活動組織アンケートQ9：排水路の泥上げやため池の点検・補修など、多面的機能

支払により施設の維持管理を行う活動が、異常気象時に

おける被害減少や早期復旧に役立っていると思う

18/19 95 ％）

（活動組織アンケートQ10-1：水路等の施設を適正に管理することで、大雨時の水

害を防止 15/19 79 ％）

災害後の点検や復旧の迅速化 □ ■ □ □

（活動組織アンケートQ10-6：軽微な被害箇所を早急に復旧 14/19 74 ％）

地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化 □ □ □ ■

（自己評価：「増進活動」によって、連絡網の整備や避難訓練など、地域住民の防

災・減災に対する意識の向上 3/46 7 ％）

（活動組織アンケートQ10-4：共同活動を通じた管理体制の整備や地域コミュニテ

ィ力の向上により、災害時に地域でまとまって対応

3/19 16 ％）

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」

４）－１ 総括

本交付金により施設の維持管理を行う活動が、８割～９割の組織で異常気象時における被

害減少や軽微な被害箇所のを早期に復旧に役立つとしており、効果が十分に発現されている
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が、基本的に現状の維持管理が主であるため、災害に対する認識は高いものの、直接的な災

害の抑制・防止までには至っていない。

また、災害に対する体制の強化に対しては、さらに防災等の意識向上により体制の強化に

取り組んでいけるよう啓発していく。

《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs13：気候変動及びその影響を軽減するための対策を実践する

農地維持支払に取り組む組織数（異常気象時の対応を行ってい 985 組織

る組織数） 100 ％ －

水田貯留機能増進・地下水かん養に取り組む組織数 12 組織

1％ －

増進活動（防災・減災力の強化）に取り組む組織数 29 組織

3％ －

啓発・普及（地域住民等との交流活動）で、地域における水田

を利用した水田貯留機能増進・地下水かん養を推進していくた

めに下流域と上流域との間での情報交換会の実施等により、連 1 組織

携を図っている組織数 1％ －
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（２）社会

１）農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献

「話し合いや活動機会の増加による地域のコミュニティの活性化」について、自己評価に

おいて「隣接集落等他の集落との連携体制の構築」と評価している割合が約２割、「地域コ

ミュニティの維持・発展に対する意識の向上」と評価している割当が約５割である。

また「地域が目指す方向についての話し合いが始まった、あるいは盛んになった」及び

「多面的機能支払に取り組んでいなければ、地域に関わる話し合いの回数や参加者数が減る

だろう」と答えた活動組織が約８割となっている一方、「地域の行事やイベントが始まった、

あるいは盛んになった」と答えた活動組織が約４割となっていることから、ｂ評価としてい

る。

「各種団体や非農業者等の参画の促進」について、自己評価において「農村の将来を考え

る地域住民の増加」と評価している割合が約５割である一方、「農村環境保全活動は、非農

業者や非農業団体が本交付金の活動やその他の地域活動に参加するきっかけとなっている」

及び「多面的機能支払に取り組んでいなければ、活動の実施や参加者数が減る、あるいは活

動を行わないだろう」と答えた活動組織が約９割となっていることから、ａ評価としている。

「地域づくりのリーダーの育成」について、「本交付金による取組は、地域づくりのリー

ダーの育成に役立っている」と答えた活動組織が約７割となっていることから、ｂ評価とし

ている。

「農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化」について、自己評価において「伝統

農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化」と評価している割合が約３割と

なっていることから、ｃ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化 □ ■ □ □

（自己評価：「推進活動」によって、隣接集落等他の集落との連携体制の構築

12/60 20 ％）

（自己評価：「増進活動」によって、地域コミュニティの維持・発展に対する意識

の向上 12/46 46 ％）

（活動組織アンケートQ12:地域が目指す方向についての話し合いが始まった、ある

いは盛んになった 15/19 79 ％）

（活動組織アンケートQ12:地域の行事やイベントが始まった、あるいは盛んになっ

た 8/19 42 ％）

（活動組織アンケートQ13-4:多面的機能支払に取り組んでいなければ、地域に関わ

る話し合いの回数や参加者数が減るだろう

15/19 回数 79 ％、参加者数 16/19 84 ％）

各種団体や非農業者等の参画の促進 ■ □ □ □

（自己評価：「推進活動」によって、農村の将来を考える地域住民の増加

31/60 52 ％）
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（活動組織アンケートQ8：農村環境保全活動は、非農業者や非農業団体が本交付金

の活動やその他の地域活動に参加するきっかけとなっ

ている 17/18 94 ％）

（活動組織アンケートQ13-2：多面的機能支払に取り組んでいなければ、活動の実

施や参加者数が減るあるいは活動を行わないだろう

農地維持 17/19 89 ％、資源向上（共同） 17/18 94 ％）

地域づくりのリーダーの育成 □ ■ □ □

（活動組織アンケートQ14-4：本交付金による取組は、地域づくりのリーダーの育

成に役立っている 14/19 74 ％）

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 □ □ ■ □

（自己評価：「増進活動」によって、伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コ

ミュニティの強化 12/46 26 ％）

「推進活動」：農地維持支払交付金の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」

（２）１）－１ 総括

本交付金の活動を通じて、話し合いや活動機会が増加、または必要性があったとしており、

様々な取組がきっかけとなる効果の発現が見られるが、具体的に地域の行事やイベントの活

性化や伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化についての発現はやや

少なかった。

過疎化や高齢化が進む地域では現状のままでは、農村コミュニティの強化が困難だと思わ

れるため、若い世代の継承意識の向上によって、グリーンツーリズムや農泊等の強化による

地域の人口を増やす取組が必要となる。

また、本交付金による取組は、地域づくりのリーダーの育成に７割が役に立っているとし

ていることから、育成の場の提供に十分応えられているが、地域の活性化に寄与するため、

リーダーや後継者の確保が今後も重要な課題である。
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《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs16：多様な主体の参画による地域づくりを促進する

女性会、子供会、学校・PTAが参画する組織数 446 組織

45 ％ －

保全管理の目標（多様な参画・連携型）を選択した組 151 組織

織数 15％ －

SDGs 5：女性の参画により、地域や組織の取り組みの可能

性を広げる

女性会が参画する組織数 287 組織

29 ％ －

女性役員がいる組織数 287 組織

29 ％ －

活動に参加する女性の割合 ※活動組織アンケート等 26％ －

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る

増進活動（農村文化の伝承を通じた農村コミュニティ 255 組織

の強化）に取り組む組織数 29％ －

SDGs11：住み続けられる地域をつくる

多面的機能支払に取り組む農業集落の割合 1,873 集落

※ 2020 年農林業センサス 68％ －

多様な主体の参画数（構成員数） 28,962 人・団体 －

都市的地域と平地～山間農業地域に跨る組織数 7 組織

1％ －

SDGs 4：地域内外の人に質が高い教育・生涯学習の機会を

提供する

資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む 862 組織

組織数 99％ －

啓発・普及活動（学校教育等との連携）に取り組む組 25 組織

織数 3％ －

SDGs 3：やすらぎや福祉の機会を提供する

増進活動（やすらぎ・福祉及び教育機能の活用）に取 7 組織

り組む組織数 1％ －
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（３）経済

１）構造改革の後押し等地域農業への貢献

「非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減」について、自己評価に

おいて「担い手農業者や法人等の負担軽減」と評価している割合が３割、「地域内外のから

の農業者の確保や地域住民による活用など遊休農地の有効利用」と評価している割合が約２

割となっていることから、ｃ評価としている。

「担い手農業者の育成・確保」について、自己評価において「地域農業の将来を考える農

業者の増加」及び「周辺農業者の営農意欲の維持、または拡大」と評価している割合が３割

となっていることから、ｃ評価としている。

「農地の利用集積の促進」について、自己評価において「不在村地主との連絡体制の確

保」と評価している割合が約１割、市町村評価において「担い手農業者への農地利用集積・

集約または話し合い」と評価している割合が約３割である一方、「本交付金の取組は、農地

の利用集積や集積に向けた話し合い等のきっかけになっている」と答えた活動組織が約７割

となっていることから、ｃ評価としている。

「農産物の高付加価値化や６次産業化の推進」について、市町村評価において「特産品の

生産や６次産業化の取組、またはそのための検討」及び「環境にやさしい農業の拡大、また

は拡大に向けた検討」と評価している割合が約１割である一方、「本交付金の取組は、新た

な生産品目づくり、農業経営の複合化、６次産業化などのきっかけになるなど、地域農業の

発展に役立っている」と答えた活動組織が約１割、「本交付金の取組は、非農業者が地域の

農業や農業用水、農業用施設等に関心をもつきっかけになるなど、地域農業の発展に役立っ

ている」と答えた活動組織が約８割となっていることから、ｃ評価としている。

効果項目 評 価

（指 標） a b c d

非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減 □ □ ■ □

（自己評価：「推進活動」によって、担い手農業者や法人等の負担軽減

18/60 30 ％）

（自己評価：「増進活動」によって、地域内外からの農業者の確保や地域住民によ

る活用などの遊休農地の有効利用 8/46 17 ％）

担い手農業者の育成・確保 □ □ ■ □

（自己評価：「推進活動」によって、地域農業の将来を考える農業者の増加

16/60 27 ％）

（自己評価：「増進活動」によって、周辺農業者の営農意欲の維持、または向上

13/46 28 ％）

農地の利用集積の推進 □ □ ■ □

（自己評価：「推進活動」によって、不在村地主との連絡体制の確保

6/60 10 ％）

（市町村評価：担い手農業者への農地利用集積・集約または話し合い

16/60 27 ％）
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（活動組織アンケートQ11：本交付金の取組は、農地の利用集積や集積に向けた話

し合い等のきっかけになっている 13/19 68 ％）

農産物の高付加価値化や６次産業化の推進 □ □ ■ □

（市町村評価：特産品の生産や６次産業化の取組、またはそのための検討

2/60 3 ％）

（市町村評価：環境にやさしい農業の拡大、または拡大に向けた検討

1/60 2 ％）

（活動組織アンケートQ11-3：本交付金の取組は、新たな生産品目づくり、農業経

営の複合化、６次産業化などのきっかけになるなど、

地域農業の発展に役立っている 2/19 11 ％）

（活動組織アンケートQ11-4：本交付金の取組は、非農業者が地域の農業や農業用

水、農業用施設等に関心をもつきっかけになるなど、

地域農業の発展に役立っている 15/19 79 ％）

「推進活動」：農地維持支払交付金の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」

「増進活動」：資源向上支払交付金（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」

（３）１）－１ 総括

非農業者の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減、担い手の育成・確保や農地

の利用集積の推進については一部の組織について効果が発現しており、７割の組織が農地の

利用集積や集積に向けた話し合いのきっかけなっている。

但し、６次産業化等の取組につながった組織はわずかにとどまっており、更に地域が一体

となって将来の農業についての話し合いが期待される。

一方で、地域農業の発展に役立っていると８割が答えており具体的な取組はまだまだ少な

いが、きっかけを生み出すことには大きな波及効果をあげていると考えられる。

今後は、農家・非農家を問わずに地域全体での取組を推進し、道の駅や直売所などを通じ

た６次産業化等による地域の活性化を推進することが重要となる。

《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献 ※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える

本交付金と合わせて環境保全型農業直接支払交付金に取り組む 1 組織

組織数 1％ －

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る

地域住民以外の方が参加する活動を実施している組織数 0 組織

0％ －

景観形成等により地域住民以外の方が来訪する資源を創出して 45 組織

いる組織数 5％ －

都市と農村との交流、６次産業化が促進された組織数 1 組織

1％ －
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（４）都道府県独自の取組

都道府県独自で定めている内容 評価

融雪排水促進のための溝きり ○

融雪剤の散布 ○

野ソ駆除 ○

大雪被害による樹園地等の除排雪作業 ○

暗渠施設の補修 ◎

田面排水桝の補修及び設置等 ◎

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある
○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある
△：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない
×：全く効果がなかった

各都道府県は、要綱基本方針の中
で、地方の裁量により独自の取組を
定めることができ、秋田県では６項
目を定めている。

全県的に「野ソ駆除」の取組が最
も多く、積雪地域で特に降雪量の多
い横手市では「大雪被害による樹園
地等の除排雪作業」の取組が効果を
上げている。

取組に対する評価結果をとりまと
めると、「効果があった」又は「効果
が合われる見込みがある」と大半の
組織で効果が発現と評価している。
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第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価

１．地域資源の適切な保全のための推進活動に係る自己評価及び市町村評価

（１）地域資源の適切な保全のための推進活動の進捗状況

地域資源の適切な保全の推進活動の進捗状況における対象組織の自己評価は、２年目評価

ではStep１やStep２の組織が多いが、４年目評価ではStep３以上が増加しており、活動が進

むにつれて上位のStepに進んでいるという結果になった。

（２）推進活動の自己評価に対する市町村評価

市町村評価では、対象組織を「優良」と評価した割合が８％、「適当」と評価した割合が

88 ％で、２年目評価と４年目評価では「適当」以上と評価した割合は概ね同様の結果とな

った。対象組織に対する市町村の指導内容としては「取組内容の再検討」のみ指導・助言さ

れている。

２．多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価

市町村評価では、対象組織を「優良」と評価した割合が９％、「適当」と評価した割合が

87 ％で２年目評価と４年目評価では「適当」以上と評価した割合は概ね同様の結果となっ

た。対象組織に対する市町村の指導内容としては「取組内容の再検討」のみ指導・助言され

ている。
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第５章 取組の推進に係る活動状況

１．基本的な考え方

本対策を効果的に推進するためには、秋田県、市町村、農業者団体、集落等の緊密な連携

により実施することが必要であり、地域毎の多様な特性を踏まえ、秋田県、市町村、農業者

団体等から構成する推進組織を設置し、地域の推進体制に位置付けることとする。

２．都道府県の推進活動

活動事例等については、広域化実践事例を含めたパンフレットを作成し研修会を実施した

ほか、ホームページ等により啓発活動を行っている。また、全県の取組組織が一堂に会する

イベントにおいて、様々な組織の活動内容を共有し、地域における創意工夫により幅広い活

動の展開が図られている。

全県規模のイベントにおいては、活動が優秀な組織へ表彰を実施しており、各地域におけ

る活動の継続に繋がっている。

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価

ホームページを通じた情報の提供

（具体的な内容：各地域の事例紹介や、全県規模のイベント、説明会の実施状況を掲載した。） ○

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発

（具体的な内容：県推進組織とともに、広域化推進パンフレットを作成、配布し、取り組みの ○

啓発を図った。）

研修会等の実施

（具体的な内容：県推進組織とともに、事務処理に関する活動組織向け説明会や広域化を推進 ◎

するための研修会を実施した。）

優良活動表彰による普及・啓発

（具体的な内容：３年に１度開催している全県規模のイベントにおいて、活動が優秀な組織に ○

表彰を実施している。イベントは県と県推進組織が共同で主催している。）

イベント、メディア等を通じた広報活動

（具体的な内容：３年に１度開催している全県規模のイベントをテレビや新聞等で報道してもら ◎

い、農業の多面的機能を広報している。）

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある
○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある
△：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない
×：全く効果がなかった
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３．市町村の推進活動

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価

ホームページを通じた情報の提供

（具体的な内容：本交付金の啓発を図るため、制度内容や事例紹介、申請手続きの案内を掲載し

ているほか、農作業事故を注意喚起するなど、各市町村が様々な内容を掲載し ○

ている。）

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発

（具体的な内容：優良事例のポスターや広域化を推進するための啓発活動を実施している。） ○

研修会等の実施

（具体的な内容：事務処理に関する説明会や広域化を推進するための研修会を実施した。） ◎

優良活動表彰による普及・啓発

（具体的な内容： ） －

イベント、メディア等を通じた広報活動

（具体的な内容： ） －

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある
○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある
△：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない
×：全く効果がなかった

４．推進組織の推進活動

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価

ホームページを通じた情報の提供

（具体的な内容：各地域の事例紹介等の広報活動のほか、報告様式など事務処理に必要な資料を ○

提供している。）

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発

（具体的な内容：県とともに、広域化推進パンフレットを作成、配布し、取り組みの啓発を図っ ○

た。）

研修会等の実施

（具体的な内容：県とともに、事務処理に関する活動組織向け説明会や広域化を推進するための ◎

研修会を実施した。）

優良活動表彰による普及・啓発

（具体的な内容：３年に１度開催している全県規模のイベントにおいて、活動が優秀な組織に ○

表彰を実施している。イベントは県と県推進組織が共同で主催している。）

イベント、メディア等を通じた広報活動

（具体的な内容：３年に１度開催している全県規模のイベントをテレビや新聞等で報道してもら ◎

い、農業の多面的機能を広報している。）

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある
○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある
△：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない
×：全く効果がなかった
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《多面的機能支払版SDGsの達成への貢献※参考》

指 標 現況（R2） 目標（R5）

SDGs17：地域協働の力により目標を達成する

多面的機能支払交付金に取り組む市町村数 25 市町村

100 ％ －

NPO法人化した組織数 0 組織

0％ －

土地改良区と連携して活動を行っている組織数 132 組織

15 ％ －

５．総括

県及び市町村、推進組織においては、地域資源の保全活動に関する普及・啓発のため、広

報誌の波高、ホームページによる情報提供、研修会の開催、事例集やパンフレットの配布、

活動組織向けのイベントなどが行われている。

また、テレビや新聞などマスコミと連携した広報など、多様な取組も推進している。
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第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等

１．取組の推進に関する課題、今後の取組方向

日本型直接支払制度は、多面的機能支払交付金における「農地維持支払」及び「資源向上

支払（共同）」、「資源向上支払（長寿命化）」の３種類と、中山間地域等直接支払交付金及び

環境保全型直接支払交付金を合わせた５つの交付金で構成されているが、各交付金において

多種で複雑な活動項目や要件、交付単価等が設定されていることから、活動する組織側も指

導する側も制度の理解に苦労し、また事務も繁雑になっている。

そのため、活動の継続が困難な組織等に対して、土地改良区や民間コンサル等へ事務委託

や草刈りや水路の泥上げなどを建設業者等へ作業委託を検討するとともに、小規模組織等に

対して、土地改良区や水系単位等での組織の合併や集落間の連携により、広域化を推進する。

また、ドローンによる防除の成果紹介や自動式草刈機の実演会を行うなど、スマート農業

による省力化の取組を推進する。

２．制度に対する提案等

農地や水路等の保全活動を基本部分とし、中山間地域等の条件不利地の格差是正や地域住

民による農業の多面的機能を活かした共同活動、水路等の長寿命化、生態系等の環境保全へ

の配慮を加算部分とするなど、関連する５つの交付金を一本化することが有効と考える。

また、高齢化が著しく進行していくなか、５年間という活動期間では、新規の取組への躊

躇や継続への不安が生じることから、活動組織の状況に応じて活動期間を設定できるように

するなど、取り組みやすい制度となることを望む。
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